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推薦論文

属性付き位置情報ログが示す行動特性と消費傾向の関係
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GPS 機能を内蔵したモバイル機器の普及により，属性情報付きの位置データを大
規模に収集することが容易になった．オンラインアンケートで消費者の消費傾向や属
性を取得し，個人情報保護に配慮したうえでアンケート結果と位置情報ログを結びつ
けることによって，実際の行動と消費意欲の関係を分析することができる．なお，そ
のような位置情報ログを「属性付き位置情報ログ」と定義した．今回，首都圏におい
て約 1,800名の参加者を募って 1カ月弱にわたり実験を実施した．その結果，いくつ
かの消費傾向分野において参加者の意識は実際の行動に反映されていることが明らか
となった．
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The widespread of mobile devices makes it easy to collect location-based per-
sonal information on a broad scale. After acquiring consumption tendency and
personal individual attribute via on-line questionnaire, associating the result
of the questionnaire and the location-based personal information log, which
named “the location-based personal information log with individual attribute,”
enables an analysis on the relation between personal behaviors and their inten-
tion. This time, with the help of approximately 1,800 participants, an experi-

ment has been conducted in the Tokyo metropolitan area. The result revealed
that the intention of participants to spend their money on several types of ser-
vices and products were reflected to the log of their behavior. In this papar,
details of the experiment and the result are reported.

1. は じ め に

マーケティング作業において消費者のニーズを汲み取る方法としてアンケート調査が広く

利用されている．近年ではオンラインによるインターネット調査が一般化し，低コストで大

規模なアンケート調査を実現することができるようになった．

インターネットでオンラインアンケートを実施するサービスを提供している企業は様々な

属性を有する多数の会員を保持しており，アンケート実施者の希望に合わせた属性を持つ

回答者群を設定できる．彼らに対して選択的なオンラインアンケートを実施することによっ

て，特定のグループによる消費傾向の分析が可能になる．ただしアンケートはあくまで消費

者の意識を数値化しただけであり，実際にアンケート結果で示されたような消費行動が起こ

るかどうかの保証はない．まさにマーケティングの難しさが残されている所以である．

一方で GPS機能を内蔵したモバイル機器が普及し，位置データを計測して収集する大規

模な実験も実現できるようになった．情報技術を活用して位置情報をほぼリアルタイムに集

計できるようになれば，現在実施されている人手を介した交通量調査に代わる消費者行動

情報の計測が可能となる．ただし人手による交通量調査では客観的な行動情報を把握する
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ことができるが，実際に通行した個々人の消費意欲やニーズを捕捉することは難しい．また

GPS機器を用いた人の行動調査でも，通常，プライバシを配慮して参加者を特定できない

ようにすることが求められており，属性情報との紐付けは敬遠されがちである．

ここで，個々の消費者が持つニーズの情報と行動記録を結びつけることによって，実際の

行動が消費意欲を反映しているかどうかを分析することができることを指摘しておきたい．

すなわち，プライバシを配慮した匿名性を担保したうえで，個人の特定には及ばない個々人

の属性情報と，その属性情報を持つ参加者の位置情報ログを統計的に分析することができれ

ば，特定の消費傾向を持つ個人の実行動を解析することが可能になり，消費意欲と実行動の

相関を観測できるようになるということである．

匿名化されたうえで，分析に必要十分な属性情報のみを持つ参加者の行動結果による位置

情報ログを，本研究では「属性付き位置情報」と呼ぶ．

今回，属性付き位置情報を収集することによって消費意欲と実行動の相関を分析する手法

の有効性を確認するために，首都圏において約 1,800名の参加者を募って実験を実施した．

2. 実験の概要

実施した実験の手順を以下に示す．

( 1 ) 参加者特定のための事前オンラインアンケート

( 2 ) 参加者候補に対するオンラインアンケート

( 3 ) 行動情報モニタリング用モバイルアプリケーションの配布

( 4 ) 位置情報ログの収集

( 5 ) 居住地・常態地の推定と行動タイプの特定

( 6 ) 行動タイプと属性情報の照合・分析

実験においては，まず参加者を特定するために事前のオンラインアンケートを実施した．

参加者の行動範囲を首都圏に限定するために，この事前アンケートには，「居住地や勤務地

近くの街はどこか」，「通勤などで通過する街がどこか」という質問を用意した．また行動情

報を取得するためのアプリケーションが動作する携帯電話を所有しているかどうかを確認す

るために，使用している携帯電話の型式番号に関する質問も設定した．

事前アンケートのフィルタリングによって抽出した参加者候補に対し，追加で実施したオ

ンラインアンケートによって参加者の属性と消費意欲の調査を行った．その後，対象者には

携帯電話上で動作する行動情報モニタリング用のアプリケーションを配布し，参加者の位

置情報モニタリング実験を 1カ月弱の期間をかけて実施した．参加者に配布されたアプリ

ケーションは，位置情報を 10分間隔で取得して適宜サーバにアップロードする機能を持つ．

収集した位置情報ログとアンケートによる消費意欲傾向をつき合わせることによって，ア

ンケートの結果が実際の行動に反映されているか，位置情報ログからアンケートの結果を説

明できるかといった分析を実施した．この分析においてはまず位置情報のログから参加者の

居住地と常態地（勤務先，通学先など）を推定，その後，各参加者の行動情報に基づき参加

者の行動タイプを特定する．アンケートで得られた参加者属性および消費行動意欲といった

参加者の情報を行動タイプで分類することで，消費意欲と実行動の関係に関する分析を実施

した．分析方法の詳細については次章で説明する．

なおこの分析においては，プライバシ保護の観点から，それぞれのデータは個人を特定

できないように匿名化したうえで共通の IDで管理した．また，匿名化処理を加えたとして

も，位置情報ログから推定される居住地や属性情報から個人を特定することが不可能ではな

いため，データは統計的にのみアクセス可能とし，個々のデータには直接アクセスできない

ように処理システムを構築した．さらに，提示する位置情報には結果に影響を与えない範囲

で曖昧性を持たせ，位置情報から個人を特定できないようにする配慮を加えている．たとえ

ば，個人の動線や滞在状況を確認する画面では，特定のセルに単一の参加者しか存在しない

場合には表示されないようにした（画面上では表示されないだけであり，内部の処理ではそ

のようなデータも適切に利用していることに注意されたい）．このようなプライバシ保護機

能の実装は，実サービスへの適用にあたって必須の項目である．

3. 分 析 方 法

消費者のニーズを汲み取るアンケートが実際の行動に反映されているかを確認する分析の

基礎として，行動タイプの概念を導入する．分析は，実験で得られた位置情報ログに基づき

参加者の行動特性を分類，あらかじめ用意した行動タイプに抽象化する作業から実施する．

3.1 行動タイプによる抽象化

平日および休日に消費者が過ごす行動を，それぞれ 4つのタイプに類型化する．なお勤務

スタイルの違いにより休日となる曜日は参加者によって異なる．そこで各参加者における休

日の情報は属性情報の 1つとしてアンケートにより取得し，平日行動タイプおよび休日行

動タイプの分析においてはその情報を用いて参加者ごとに平日か休日かを判定しつつ処理

を進めた．

行動タイプは消費者のライフスタイルを表す指標であり，広告効果や消費者動向調査を検

討するうえで重要な指標である．このような類型化においては，通常，性別や様々な属性を
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ふまえた分類がなされるが，本研究では性別や世代を越えて純粋に行動から類型化した場合

にどのような傾向がみられるかに着目し，行動タイプによる分類を起点としてとらえること

とした．

実際に本研究では，実際の位置情報ログから実験参加者をそれぞれのタイプに分類し，タ

イプごとに消費者ニーズのアンケート結果を集計することで，行動が類型化された消費者群

による消費意欲傾向の可視化を試みている．その結果を比較することで消費者ニーズと実際

にとられた行動の関連性を考えることができる．

なお平日の行動タイプと休日の行動タイプをそれぞれ設定して個別に分析を加えること

とした理由は，一般的な消費者は平日と休日では異なった行動を示すとの仮定によるもので

ある．

3.1.1 居住地と常態地

行動タイプを定めるために，まず位置情報ログから居住地と常態地を推定した．なお，モ

デルを単純化するために常態地は 1カ所とした．したがって日中に多数の地域を巡回する

ような職種や，ほぼ居住地近辺で一日中過ごす主婦のような職種では常態地が定まらず，行

動タイプが定まらないケースも存在した点に留意されたい．

各参加者の居住地と常態地は，23時から翌日 4時までに集中している位置を居住地とし，

9時から 17時までの日中に集中した位置を常態地として推定した．なおログデータにおけ

る位置情報は誤差の影響により一定のぶれが存在する．そのため精度別に座標をカウントす

るテーブルを用意し，当該時間帯における位置座標のヒストグラムを作成，精度の差による

被覆範囲に反比例した重みをかけて合算するという処理を加えた．このようにして得られた

カウント数のうち最も多く数えられた位置座標を，居住地などと判定した．

3.1.2 滞 在

居住地と常態地を推定したのち，さらに行動を類型するために「滞在」の概念を導入す

る．滞在とは，特定のエリアに一定時間とどまる状態を表す概念である．滞在を，以下の条

件を満たす状況として定義する．

滞在 ある範囲内に，2点以上連続で位置が特定され，かつ範囲に入ってから出る

までの時間が 60分以上である状態，もしくはある範囲内に 1点以上の立ち寄

り点がある状態．ここで，立ち寄り点とは，同一地点の位置情報が 2回以上連

続して観測された点をいう．

たとえばターミナル駅半径 1 km圏内を想定した場合，1時間を超えて位置情報ログがそ

の圏内に収まっていた場合，もしくはその範囲の同一地点に一定以上とどまっていた場合は

表 1 平日の行動パターン
Table 1 Behavior type on weekdays.

平日直行直帰型 居住地・常態地を直行直帰する
平日居住圏中心型 平日は居住圏を中心に過ごす
平日常態圏中心型 平日は常態圏を中心に過ごす
平日寄り道型 居住圏と常態圏以外に立ち寄りあり

図 1 平日の行動パターン
Fig. 1 Behavior type on weekdays.

「そのターミナル駅周辺に滞在していた」と判定する．

行動タイプの決定に際しては，位置情報ログから，一定時間動かなかった「滞在ログ」を

抽出し，その滞在がどこで発生しているかに着目して，各参加者の行動タイプを定めた．

3.2 参加者の行動タイプ

実際の位置情報ログから抽出された居住地，常態地および滞在の情報に基づき，参加者の

行動タイプを平日と休日に分けてそれぞれ 4つのパターンに分類する．以下，それぞれの行

動パターンを説明する．

3.2.1 平日の行動タイプ

まず平日の行動パターンとして表 1 に示す 4パターンを想定した．図 1 はこの 4パター

ンによる平日行動タイプを図示したものである．

居住地および常態地にそれぞれ周囲 2 kmの居住圏および常態圏を設定する．居住圏内に

おける任意の地点に滞在したことのある日数が，期間中における平日数の過半数を超えた場

合，平日居住圏中心型に分類する．また常態圏で同様の条件にあてはまる場合は平日常態圏
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表 2 休日の行動パターン
Table 2 Behavior type on holidays.

休日自宅型 休日はたいてい自宅で過ごす
休日居住圏中心型 買い物など，居住圏内で過ごす
休日居住圏近隣型 乗り物などを利用して外出する
休日遠方型 居住地から離れて非日常を求める

図 2 休日の行動パターン
Fig. 2 Behavior type on holidays.

中心型である．どちらも過半数を超えない場合のうち，居住圏と常態圏以外の地点に立ち寄

る日数が 3割を超えた場合には，平日寄り道型とし，それ以外を平日直行直帰型とする．

なお常態地が定義できなかった場合は例外とし，平日行動タイプの分類は考えない．した

がって各参加者の行動は以上に示した 4タイプのいずれかに該当するか，もしくは平日行

動タイプのいずれにも該当しない行動特性を持つタイプかの 5種類に分類されることに留

意されたい．

3.2.2 休日の行動タイプ

同様にして休日の行動パターンを 4つ，検討した（表 2）．これを図示すると図 2 のよう

になる．

休日の行動タイプも平日のそれと同様の方法で分類する．休日行動タイプの判定において

は，居住地から指定された半径で行動圏を考え，休日におけるそれぞれの区域内の滞在発

生日数についてその比率を考える．いずれかが 5 割を超えた場合のうち最も割合の高かっ

たものを，近いほうから，休日居住圏中心型，休日居住圏近隣型，休日遠方型に分類する．

いずれも 5割を超えなかった場合は休日自宅型に分類する．また，平日の行動タイプと同様

図 3 行動タイプの分類方法
Fig. 3 Classification chart of behavior types.

に，休日の行動タイプ分類のいずれにも該当しない対象者も存在する．

なお行動圏は地域によって変化させている．居住地が都心型の場合，その区切りは 500 m，

1 km，6 kmとする．同様に都心近郊型，郊外型では遠方型を定義する行動圏区切りをそれ

ぞれ 8 km，10 kmに修正する．各居住地が都心型，都心近郊型，郊外型のいずれに属する

かは行政単位ごとに指定するテーブルを用意して判断した．

平日および休日における行動タイプの分類方法を，図 3 に示す．

4. 実 験 結 果

位置情報ログを取得する実験は，2010年 1月 7日から 1月 31日までの 25日間，実施さ

れた．実験で用いた位置情報ログを収集するプラットフォームは，文献 1)で報告されてい

るサービスプラットフォームの一部を流用したものである．このプラットフォームが提供す

るモバイルアプリケーションを用いることで，実験参加者から 10分に 1回の頻度で位置情

報を取得することができる．

実験に利用したシステム「行動マイニングエンジン」の概念を図 4 に示す．なお分析し

たデータの可視化に関しては文献 2)で報告されているのでそちらも参照されたい．

オンラインアンケートにより属性情報を収集した実験参加者総数は 1,798名である．ただ
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図 4 実験に利用したシステム
Fig. 4 System used for the experiment.

し期間中に位置情報データを 1件以上収集することができた参加者数は，そのうちの 1,363

名であった．

4.1 取得したデータ

実験で取得したデータの概要を説明する．

4.1.1 位置情報データ

最終的に取得できた位置情報ログの総数は 2,403,060 件であった．配布したアプリケー

ションが 10分間隔で位置情報を送信することから，25日間の実験実施期間中に理論上は最

大で 1人あたり 3,600件の位置情報を収集することができる．しかし，実際には参加者に

よって送信できた位置情報の件数にばらつきが生じた．その理由は，実験の途中で諦めてし

まった参加者や実験期間の途中から参加した参加者が存在したこと，携帯電話が位置情報を

送信できない状況も生じたことなどによる．

4.1.2 実験参加者のプロファイル

実験参加者は 30代が 40%と最も多く，次いで 40代が 20%，20代が 22%，50代が 8%で

あった．比率は少ないものの 10代や 60代，それ以上の参加者も存在した．また男女比には

やや偏りがあり，男性が 63%，女性が 37%であった．また実験参加者の職業は会社員，公

務員から自営業，学生まで幅広い．ただし首都圏在住のオンライン・アンケートモニタ登録

者という母集団から抽出したため，事務職，技術・専門職の比率が若干多い．

表 3 居住地および常態地推定の正答率
Table 3 Percentage of the number of residence and business place estimated correctly.

居住地推定結果 常態地推定結果
結果 （人） 全体（%） 判定済（%） （人） 全体（%） 判定済（%）
一致 1,155 64.2 91.9 710 39.5 68.4

不一致 101 5.6 8.1 328 18.2 31.6

判定不能 521 29.0 — 436 24.3 —

未回答 21 1.2 — 324 18.0 —

4.2 居住地と常態地の推定およびその正解率

位置情報ログから，居住地と常態地の分布状況を推定した．その結果，居住地は東京 23

区内において比較的均等に分散しており，常態地は都心を中心として郊外に広がる分布を観

察することができた．

表 3 は，居住地と常態地を推定した結果の正答率を示す表である．居住地および常態地

に関しては，あらかじめ実施したオンラインアンケートにより居住地および常態地を郵便

番号で回答してもらっており，そのデータに基づき推定結果の正誤判定を市区町村レベルで

行った．なお表 3 では，判定不能や未回答者まで含めた全体に対する正答比率と判定でき

た対象者における正答比率の両者を示している．次に示すように，登録した位置情報データ

の件数が多ければ多いほど，居住地や常態地の推定精度は向上する．

図 5 の上に示すグラフは居住地推定の正答率の推移である．図 5 の横軸は，その実験参

加者が位置情報データを何件以上登録したかによって実験参加者数を分類した結果の数を示

す．位置情報データの登録数が多いほど正答率は高まるが，500件以上であればおおむね収

束することが分かる．

同様に図 5 下は常態地について同様の分析を加えた結果である．これらの結果から，居

住地は 95%程度，常態地で 60%程度が収束値になると推測される．

4.3 行動特性と消費傾向の関係

本節では，行動特性と消費傾向の関係を分析した結果を示す．

4.3.1 行動タイプの分布

平日の行動タイプと休日の行動タイプの分類結果を表 4 および図 6 に示す．休日行動タ

イプに関し，休日自宅型が少なく自宅周辺を出歩く居住圏中心型が多数を占めた．

4.3.2 行動タイプ別の属性情報および消費行動傾向

続いて行動タイプ別に見られる属性情報の傾向と消費行動傾向を分析した結果のうち，端

的な傾向が現れたものについて述べる．
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1 人あたり登録データ件数と居住地推定正答率

1 人あたり登録データ件数と常態地推定正答率

図 5 居住地および常態地推定の精度
Fig. 5 Accuracy of estimating the place of residence and business.

表 4 行動タイプの分類結果
Table 4 Classification result of behavior types.

平日行動タイプ内訳

タイプ （人） （%）
平日直行直帰型 195 10.8

平日居住圏中心型 343 19.1

平日常態圏中心型 195 10.8

平日寄り道型 190 10.6

不明 875 48.7

全体 1,798 100.0

休日行動タイプ内訳

タイプ （人） （%）
休日自宅型 42 2.3

休日居住圏中心型 668 37.2

休日居住圏近隣型 205 11.4

休日遠方型 255 14.2

不明 628 34.9

全体 1,798 100.0

図 6 行動タイプの分類結果
Fig. 6 Classification result of behavior types.

図 7は平日行動タイプ別の消費行動傾向を示すグラフのうち特徴的な傾向が現れた，ファッ

ションに関する消費傾向分布を示すグラフである．このグラフは「平日寄り道型はファッショ

ンにお金をかける傾向がある」ということを示している．なおこの消費行動傾向は「平日

寄り道型は他の行動タイプと比べて独身者の比率が有意に高く，また世帯構成も単身者が多

い」という分析結果（図 8）とも強い関係があると推察される．

また図 9 は休日行動タイプごとの年代構成を示すグラフである．このグラフによれば，若
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図 7 平日行動タイプの消費傾向分布例（ファッション）
Fig. 7 Example of consumption tendencies classified with weekday behavior types.

い世代ほどアクティブな（休日に外出する距離が大きい）傾向がみられる．なお消費行動傾

向も，概してアクティブなタイプほど消費行動に対する意欲が強い傾向がみられた．ここで

は，とくにその関連性が顕著に現れたケースとして旅行に対する消費行動傾向を図 10 に

示す．

最後に，表 5 に，行動タイプ（未分類を含む）別に集計した各消費傾向に対して独立性

の検定（χ2 検定）を実施した結果を示す．いずれも自由度は 24である．

有意水準を 5%とすると，先にあげた「ファッション，化粧品」のほかにも「音楽」に関

して，行動タイプと消費傾向に関連性がないという帰無仮説を棄却できる．さらに休日行動

に対する「家具，インテリア」や「旅行」についても，何らかの相関が存在するといえる．

5. 考 察

推計した居住地と常態地について，位置情報データが十分にあれば居住地に関しては市区

町村レベルで高い一致率を得られることが明らかになった．常態地は最高で 6割程度の一

致率となったものの，外出が多い職種もあり常態地が定まらないケースも多く，アンケート

でも常態地の質問に対しては 18.0%の未回答があることから，納得できる数値である．実

態として，「ほぼ毎日必ず家に帰っている人」や「毎日同じ場所を勤務地としている人」と

いう参加者はこのくらいの比率と考えられる．

図 8 平日行動タイプの属性分布例（婚姻状況および世帯構成）
Fig. 8 Example of properties classified with weekday behavior types.

行動タイプの分類に関して，平日で半数弱，休日で約 1/3の参加者が不明という結果に

なった．実際には位置情報データをまったく送信しなかった参加者が分母に含まれており，

行動情報を送信した有効な参加者に限って分析すれば行動タイプを分類できる率は高まる．

行動タイプと消費行動傾向の分析に関しては，オンラインアンケートで実施したニーズ調

査において項目の設定に関して検討がやや不十分であった．そのため，分析の結果，項目に

よって差が出たものと出なかったものが存在した．項目設定については，より適切な項目
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図 9 休日行動タイプの属性分布例（年代構成）
Fig. 9 Example of properties classified with holiday behavior types.

図 10 休日行動タイプの消費傾向分布例（旅行）
Fig. 10 Example of consumption tendencies classified with holiday behavior types.

とすべく今後の改善が望まれる点である．より効果的な項目設定を実現するにあたっては，

実際の消費者に対して消費傾向に関する意識調査を事前に行うべきであったと考えられる．

しかし，いくつかの項目では，実際の行動結果による行動タイプの違いでニーズの傾向に差

表 5 χ2 検定の結果
Table 5 Results of chi-square test.

平日行動タイプ 休日行動タイプ

消費傾向属性の種別 χ2 値 p 値 χ2 値 p 値
外食 25.5 0.378 33.2 0.100

食品，飲料 26.5 0.326 22.2 0.565

日用品 29.0 0.219 16.5 0.868

ファッション，化粧品 53.9 0.000440 48.7 0.00204

家具，インテリア，雑貨 29.2 0.213 40.0 0.0214

AV 機器 23.2 0.508 28.0 0.258

音楽（CD，DVD など） 43.6 0.00854 43.5 0.00866

ゲーム（テレビ，ポータブル，PC など） 20.1 0.689 21.1 0.633

アミューズメント（映画，パチンコなど） 19.6 0.720 17.5 0.826

マンガ，玩具（ホビー用品） 19.4 0.730 35.8 0.0576

稽古，習い事，スポーツジム 31.6 0.137 31.2 0.148

旅行 33.5 0.0939 38.5 0.0306

がつき，行動タイプの性質からその理由を説明できることが明らかになった．

行動タイプと消費行動の相関は必ずしもすべての消費行動傾向について認められたわけ

ではなかったものの，ファッションや音楽に関する消費意欲など，いくつか顕著に現れた例

が見られた．説明が分かりやすい例として，旅行に対する消費意欲と休日の行動タイプに関

する正の相関をあげる．本項目に関しては，居住地から遠方に赴くタイプほど旅行に対する

消費意欲が高いことを示す結果が得られた．

注意点として，消費行動傾向に関する意識調査は位置情報ログの取得実験以前に実施され

ている点をあげておく．旅行に対してのこのような意識を持った参加者は実際に休日の行動

において積極的に遠くへ出かける傾向があること，またそれを定量的に示すことができた点

は，本手法ならではの成果である．

本実験結果の分析から導かれた結論は，定性的には自明な印象を受ける．しかしここでは，

本実験の結果を分析することによって実際の行動データから消費行動傾向の分布を客観的か

つ定量的に示すことができた点に注目されたい．すなわち，これまで印象に基づいて実施し

ていたマーケティング分析に対して，本提案は客観的な裏付けに基づく分析を可能とする分

析手法の提案となっている．本手法の有効性を示すにあたって，とくに重要な点である．

また本実験の分析過程において，参加者個人のプライバシを参照する手続きはいっさい行

われずに消費行動傾向と実行動の相関が導かれている．現在は個人情報保護の観点からマー

ケティング分析においてもプライバシの保護が不可欠であり，個人に関する情報の取扱いは
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十分な配慮が求められている．このことからも，属性付き位置情報の分析がマーケティング

において有効なツールとなりうるといえる．

6. 関 連 研 究

人間の行動情報を GPS機器を用いて収集し様々な用途に利用するための研究は，世界中

の様々な都市で生活する人々を対象としてこれまで数多く実施されてきた．なかでも，GPS

機能を備えた携帯電話の普及により，本実験と同様，携帯電話網をセンサネットワークとし

て利用し，大規模かつ長期的な実験が相次いで実施されるようになった点は注目に値する．

Gonzalezら3)は，6カ月間かけて 100,000件の匿名化された位置情報を収集し，そのデー

タに基づき人間の行動特性におけるパターンを抽出した．また同様の手法として，Bayirら4)

による携帯電話の位置情報ログ利用の実験がある．この実験では携帯電話から得られた低レ

ベル位置情報ログから抽象度の高いユーザの行動情報を生成した．これらの研究は，人間の

行動特性を統計的に分析した結果から行動のモデルを推定するものであり，本研究のような

対象者の属性や意識に左右される行動特性を明らかにするものではない．

Wolf ら5) も，大がかりな行動情報収集実験を行っている．彼らは Washington DC，

Baltimore，Chicago，Massachusettsといった都市や州といったエリアで行動情報収集実

験を実施し，結果を比較した．これらはいずれも数百程度の世帯を対象とした比較的中規模

なものではあるが，4カ月から 14カ月と長期間の実験を実施している点で優れている．た

だしこれらの調査は交通流の計測を目的としたものであり，また計測したデータの自動収集

といった仕組みは用意されなかった．

Piorkowski 6) は公開されている位置情報ログから街（Helsinki，Stockholm，London）

ごとの違いを比較した．この公開データは，GPSモバイル機器のユーザから収集したデー

タとして公開されている短期的な GPSログである．なお Piorkowskiによって議論されて

いる個人の属性は，歩く，走る，自転車に乗る，といった単純なものであり，本研究と比較

すると応用の幅が狭い．

その他，中国の Shenzhenにおいて公共交通機関利用のスマートカードデータとタクシー

の GPS情報から人々の行動データを分析したもの（Liuら7)），Bangkokにおいて携帯電

話の位置情報に基づいて街における人々の行動特性に関する分析を加えたもの（Horanont

ら8)）など多数の研究例がある．

一方，アンケートベースによるパーソントリップ調査の信頼性と精度向上を目的として

GPS携帯電話による行動情報の自動取得とユーザ自身による記録確認・修正を支援するツー

ルが，栗山ら9) により開発されている．ただしこのツールは最終的にユーザが確認するこ

とを前提としており完全自動ではないという課題が残されている．

「人の流れプロジェクト」�1は日本の首都圏を対象として大規模な行動情報を集積するプロ

ジェクトである．このプロジェクトでは人の行動に関する様々なデータを集積して研究用に

向けて提供する．ユーザ登録を行うことで，Web APIを介して同プロジェクトの保持する

データを活用することができる．とくに 72万人もの行動データを属性とともに利用できる

機能は注目に値するが，その基礎データはパーソントリップ調査による静的なものを補完し

たデータにすぎず，本研究のように実際の行動を計測して集めたものではないことには注意

が必要である．

店舗に対する行動を網羅的に調査した類似研究として Kawasakiら10) による研究があげ

られる．この研究では 3,521名のGPSログから店舗がどのように定まるかを論じているが，

各人の属性情報，本研究で指摘した消費者属性と実行動結果との結びつきまでには踏み込ん

でいない．また人の流れと時空間特性を店舗数と関連付けて論じた研究に島崎ら11) による

ものがある．

今回の実験で利用したプラットフォームと同様の位置情報収集プラットフォームとして，

目黒12) による Phone GPSが提唱されている．また Phone GPSを用いた行動分析に関す

るいくつかの研究例が報告13),14) されている．Phone GPSも本研究における位置情報取得

システムのツールとして位置づけることは可能であるが，匿名性を考慮したうえで属性情報

と紐付ける機能は有していないため，利用者に何らかの許諾を得る必要が生じる．

坂本ら15) は，行動情報を収集して分析を行うアプリケーションを構築するためのフレー

ムワークを提唱しており，実験でその性能に関する検証を行っている．この実験は規模こそ

小さいものの，その成果としてモバイル機器のバッテリ持続時間とGPS測位機能利用のト

レードオフに関するデータを示しており興味深い．我々の実験ではバッテリの持続時間と

データの通信量を考慮して位置情報の計測間隔を最短 10分と定めたが，今後，バッテリの

性能が向上し，また処理できるデータ容量が増強された際には，計測間隔を短くすることで

さらにきめ細かな行動の把握を期待できる．

7. お わ り に

本研究では，あらかじめアンケート調査で収集しておいた消費者の属性や消費行動傾向の

�1 http://pflow.csis.u-tokyo.ac.jp/
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情報と，アンケート回答者が実際に行動した位置情報ログを結びつけることで，消費意欲と

行動の傾向を客観的に分析する手法を提案した．この手法は，主観的な回答の集計結果が実

際の行動を十分に反映できていないというアンケート調査の課題と，交通量調査のような客

観的行動統計調査では得られた結果を実際に行動する消費者の属性や消費意識に結びつけて

分析することが困難であるという課題のギャップを埋める分析手法として有望な方法である．

実際に 1,800名弱の参加者を集め，25日間にわたる位置情報ログ収集実験を実施したこ

とで本手法の有用性を検証した．その結果，消費行動傾向の分析に関し項目の設定方法に課

題が残されたが，「ファッション」，「音楽」，「旅行」などいくつかの消費傾向については本

手法による分析の効果を示すことができた．

本提案手法は，「具体的な嗜好を尋ねる事前アンケートは実サービスや実調査においては

取得しにくいうえ，アンケート回答が実際の行動を反映しているとはいい難い」という課題

を解決するものであった．本実験の結果は，特定の消費傾向分野においては行動情報・位置

情報を取得するだけで適切なマーケティングが可能になることを示唆している．今後，デー

タ蓄積を進めて行動情報のコーパスを確立することができれば，消費者の位置情報ログから

消費傾向を推定することも可能となるだろう．

さらに，本実験における位置情報の推定技術は，実際のユーザによる行動パターンを，ユー

ザに負担をかけることなく，かつ正確に把握できるという利点がある．なお，頻繁に位置情

報を取得しようとするとバッテリの消費が激しくなるという課題が残されていることもあ

り，長期の調査においては定期的に位置情報を取得する方法に代えて，何らかのサービスと

連携させることにより，属性情報と位置情報を定期的かつ自然な方法で取得するといった工

夫も必要である．

今後の課題として，消費行動傾向に関する項目の最適化に加え，より長期間の位置情報ロ

グ取得，あるいは実験参加者の規模を拡大した実験の実施による精度の向上があげられる．

また今回の実験は東京 23区を中心とする首都圏を対象として実施したが，関西圏や中京圏

で実施した結果の比較も興味深い．さらに，本手法はマーケティングへの応用を前提として

検討したものであり，実ビジネスへの応用や事業化に対するコストの試算，自立的なデータ

収集・分析作業実施に向けたビジネスモデルの策定など，本手法の定常的な実施を実現する

ためにはまだ多くの課題が残されている．今後はこれらの課題解決に取り組む予定である．
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推 薦 文

本研究では，オンラインアンケートで消費者の消費傾向や属性を取得し，アンケート結果

と位置情報ログを結びつけることによって，実際の行動と消費意欲の関係を分析している．

本論文はとくに，多数の参加者を募っての長期にわたる実験結果をもとに，参加者の意識と

実際の行動の関係が解明されており，有用性が高い．
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